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司法制度再改革の必要と弁護士人口問題 

 

                2010 年 8 月 

弁護士（大阪） 松 浦    武 

 

一、はじめに 

国政は、行政、立法、司法を問わず、常に国民の真に望んでいるもの、真に必

要としているもの、を達成するために行うことが求められている。 

国民が真に求め願っているものは「安心して暮らせる社会」であり、これが国

民が幸福に暮らせる社会の核心となるものである。そして、国民が「安心して暮

らせる社会」とは、国民生活において、基本的人権が十分に守られる社会である。

この基本的人権には、自由権のほかに、社会権といわれる生命と健康の保持、労

働権、アメニティ権、環境権、健康で文化的な最低限の生活を営む権利などが含

まれる。おそらく「基本的人権が十分に守られる社会」は、今後益々もとめられ、

深化していくものであり、社会秩序の根幹をなすものと考えられる（注１、注２）。 

以上のことから、司法改革にあっても、「国民の基本的人権が十分に守られる」、

ための制度改革でなければならないものである。 

注１ 宮本憲一「公共政策のすすめ」、有斐閣 2003 年６月 10 日刊、81 頁は、「私は、伝統的な公共性

論である権力的な公共性から、現在的な公共性である基本的人権の公共性へと変化していると考え

ています・・・現在的な公共性論が主張する基本的人権は、自由権としての所有権もありますが、

それ以外に社会権といわれている生命と健康の保持、思想の自由などの人格の尊厳に基づく生活権、

労働権、アメニティ権や環境権などがその内容となっています。」としている。 

注２ 半谷高久・秋山紀子共著「人・社会・地球」、株式会社化学同人、1997 年１月 20 日刊３頁では、

「私たちは、基本的人権の尊重が、人間社会の発展の基盤であり、また地球というシステムの発展

の基礎でもあると確信しています。・・・経済発展を社会の発展の第一目標とする生産指向型社会

では、その発展のために個を犠牲にする理論がまかり通っています。それは人間である以上誰もが

もっている基本的人権の否定以外の何ものでもありません。私たちは、そこに現在の生産指向型社

会の矛盾と限界を見出すのです。私たちは基本的人権の尊重を、人間社会システムの第一目標にす

ることを提案しようと思います。」 

 

二、戦後の、司法の人権上果たした役割 

１(1) 刑事再審について、最高裁決定（昭和 50 年５月 20 日のいわゆる白鳥決定）

1 

 



は、再審手続の厳格性を従来より緩和し人権尊重の理念を明らかにした。 

労働関係では、解雇権濫用理論を駆使して、解雇を規制する多くの裁判が

なされ、わが国では解雇が困難であるとの社会秩序が形成され、労働者の身

分が安定した。 

(2) 交通事故については、裁判により金額を含む精緻な損害賠償体系が構築さ

れ、これにより日本の社会における損害賠償秩序が形成された。 

(3) 日照権、プライバシー権も戦後、裁判によって形成された権利秩序である。 

(4) 四日市ぜんそく訴訟は、大気汚染とコンビナートの責任に関する社会秩序

を裁判によって形成した。また、この判決があったことにより、政府は、判

決直後から公害企業の総点検に乗り出し、昭和 48 年には、「公害健康被害補

償法」が制定されるに至った。 

(5) 大阪空港訴訟は、最高裁判決により、公共事業であっても、公害責任があ

ることが認められた。 

(6) スモン訴訟では、裁判により、薬品の副作用につき企業および国の責任を

認めた結果、薬品による被害者救済についての社会秩序が形成された。また

右判決のあった結果、昭和 54 年に薬事法が安全性の確保のため大改正もなさ

れた。 

(7) 近時激増した多重債務者問題は、弱者の生存に危機をもたらす契機ともな

る過酷な人権侵害をもたらす状況から、社会的に大きな問題となり、最高裁

判所は、貸金業規制法による従来の貸金業者の業務について、利息制限法超

過の高金利支払は無効として、遡って、貸付金についての、元金及び利息制

限法所定の金利に充当できることを認めた（注３）。 

その結果、2009 年４月現在、1084 万人がサラ金残高があると集計されてお

り、その平均借入期間は 6.5 年、そのうち３割以上が 10 年以上サラ金の継続

取引をしているといわれているが、上記判例に基づき、無効高金利支払分を

充当計算すれば、6.5 年間サラ金と取引を継続しておれば、債務残高は殆ん
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どゼロ円となるとのことであるから 500 万人は債務者でなくなる可能性があ

り、10 年以上取引を継続しているものは、かえって 50 万円を超える過払金

債権をもつことになるといわれている（注４）。 

政府も多重債務者問題は、深刻な社会問題であると認識し、2006 年 12 月

22 日「多重債務者対策本部」を設置し、立法においても平成 18 年 12 月 13

日、新貸金業法（貸金業規制法、出資法、利息制限法などの改正法）が成立

し、平成 21 年 12 月 20 日をめどに貸金業規制法 43 条のみなし弁済規定（い

わゆるグレーゾーン金利）を廃止する、刑罰が科される出資法の上限金利を

年 29.2％から 20％に引き下げることとなった。そのほか貸金業規制の強化を

はかった（注５）。 

(8) 雇用問題は 1990 年代より市場原理主義のもとに政府による労働力流動化

政策により、労働規制が順次大きく規制緩和され、労働力流動化政策が推進

された。その結果、雇用が不安定で低賃金の派遣・契約社員・パートなどの

非正規雇用が激増し、非正規雇用の労働者は、今日では 1760 万人に達し、そ

のうち 1000 万人は雇用保険未適用の年所得 200 万円に満たない「ワーキング

プア」なのである、といわれている（注６）。 

「非正規従業員は社会保障給付というセーフティネットには包まれていな

い。非正規従業員を雇用すると、企業が社会保障負担を節約できることは、

低賃金と解雇容易性とともに三大メリットなのである。ある日突然、生活の

保障もなく、紙くずのように捨てられる人々が巷に溢れ出る。再雇用される

見込みもなく、人間として生きていく権利すら収奪される人々が大量に生み

出されていくのである」（注７）。 

雇用関係については、このような情勢から、折角、判例が形成してきた、

雇用の安定性に対して、顕著な格差社会が生じ、憲法 25 条の「健康で文化的

な最低限度の生活を営む権利」が構造的に失われる状況が生じている。これ

は、国民の「安心して暮らせる社会」を根底からくずすものであって、基本
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的人権を大きくゆるがすものであり、行政および立法の早急かつ深刻な課題

である。 

注３ 最高裁平成 18.1.13 判決（民集 60 巻１号１頁）― みなし弁済規定の死文化 

注４ 宇都宮健児編著「多重債務被害救済の実務」（第２版）2010 年１月 25 日、勁草書房刊 298 頁 

注５ 前掲「多重債務被害救済の実務」１頁～10 頁 

注６ 高梨昌「雇用政策に問われる課題」ジュリスト、1377 号、45 頁 

注７ 神野直彦『「分かち合い」の経済学』岩波新書、2010 年 6 月 15 日刊、６頁 

 

三、弁護士の社会的役割と業務の公共性 

１ 前述の戦後の裁判例で述べたように、国政の最後の砦として裁判を通じての

人権擁護と正義の形成は、社会においてきわめて重要である。しかしながら、

裁判を通じての正義の形成は、裁判官のみでできるものではない。前述した各

訴訟事件類型についてみても、再審無罪の判決の獲得は、むしろ、関与した弁

護士の努力の方に重みがある。また、労働事件、公害、環境問題、そして最近

の過剰な高金利の取立にあえぐ消費者を救済した判決や、また消費者保護に資

する新貸金業法の制定は、弁護士、弁護士会の多大な努力によるものである。

これらはすべて、人権擁護と社会正義実現の使命感に基づく弁護士の働きの結

果に負うところが大きい。 

また、裁判自体も訴訟を起こさなければありえないものであるから、裁判に

よる人権擁護と正義の実現は、弁護士が依頼者の代理人となって訴訟を提起し、

訴訟において努力することによって初めて得られるものである。さらに、弁護

士が当事者の一方につくだけでなく、他方にもついて、同様の使命のもとに十

分な反論を行うことによって、その中から偏らない、真に正しい社会秩序形成

の裁判ができるのである。このことからして、司法による、真に正しい、人権

擁護と正義の形成は、裁判官と弁護士の共同作業ともいうべきものであって（刑

事においては検察官も入る）、弁護士の関与は不可欠であり、弁護士以外にこの

役割を果たすものはいない。したがって、弁護士の本質的業務はこの役割であ

る。従って弁護士の本来的業務自体が司法機構の重要な構成要素であり、きわ
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めて重要な公共的業務である。 

２ 社会において、人権と正義が守られることは、「安心して暮らせる社会」の基

礎となるものであり国民福祉上最重要であり、そして弁護士はそのことの達成

が使命とされている者である（以下「使命性」という、弁護士法第一条は「弁

護士は、基本的人権を擁護し、社会正義を実現することを使命とする」として

いる）。従って弁護士のあるべき司法政策、弁護士政策は、弁護士がこの公共的

業務を推進すること及び弁護士がこの公共的業務を推進できる環境を制度的に

保持し得るようにすることである。即ち弁護士は第一に、その本質的業務上法

曹三者の一人として裁判官と協同（対立的協同を含む）し、司法による人権擁

護と社会正義を実現し、国民の人権と社会正義実現についての最後の砦の役割

を果たすべきである（注８）。第二に、弁護士は、予防法学的業務、あるいは交

渉業務等の裁判外業務にあっても、弁護士業務の「使命性」を離れた業務を行っ

てはならない。「使命性」に基づく客観的な判断こそが、通常、裁判所に認めら

れ、依頼者にとって結果的には利益になるはずのものである。また、そのこと

によって弁護士の正当な信頼が維持されるのである。弁護士は、業務基準につ

いて使い分けをしてはならない。第三に、自由競争的利益追求社会における弁

護士および弁護士会の役割である。自由競争的利益追求社会が、国民の基本的

人権を侵害することなく、真に国民の利益となるように機能するためには、利

益追求の結果生ずる弊害について、絶えず警告し、これを止める役割を果たす

ものが機構的に必要である。この役割は、当然、国（行政・立法）であるが、

環境、公害、薬害問題等にみられる日本のこれまでの実績からして、十分果た

しているとはいえない。これまで弁護士・弁護士会は、この役割を分担し一定

の成果をあげてきたこと、また国、企業から独立している弁護士・弁護士会が、

弁護士の「使命性」を堅持して上記の役割を担うことは、社会機構としても優

れた制度であると考えられることから、これからも弁護士・弁護士会は、更に

この役割を重視し推進していくべきである。第四に、前記第一ないし第三の弁
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護士政策を推進するために、さらに根底的に重要な弁護士政策は、弁護士の独

立性維持のための経済環境の確保である。裁判官にあっては、独立性を確保す

るために権力および経済面からの身分保障が憲法上保障されている。弁護士に

あっては、国家権力等からの独立性は弁護士自治により一定の保障はされてい

る。しかし経済面においては保障はなく、依頼者からの収入のみに依存するこ

ととなっていることから、弁護士の経済面からの独立性確保については構造上

問題がある。この場合独立性の確保は、一つは弁護士倫理によってはかるべき

であるが、これのみに依拠するのでは相当でない。このことは裁判官の独立性

の確保について、その倫理に依拠するのみでは適当でないとして、結局、憲法

上、身分、収入を制度的に保障することにより裁判官の独立をはかっているこ

とからも容易に考えられるところである。 

それでは弁護士の独立性確保のための経済面における制度的環境的保障は、

何をもってするのかということになる。国等からの経済的保障を考えることは、

国家権力からの干渉を招くこと、国民の側からの信頼が得られないことから相

当でなく、やはり、基本的には依頼者からの収入によって経済面を支えるとい

う方向性を動かすことはできないであろう。しかしながら、弁護士の過当競争

となるような環境では弁護士の経済面からの独立性の確保は環境的に困難にな

る。したがって、結局は、弁護士の経済的独立性をはかる制度・環境として、

弁護士人口を過当競争に至らない適正競争の規模とするという間接的な方法し

かない。したがって、このような環境づくりも、弁護士業務の公共性を維持し

弁護士の使命達成のための重要な弁護士政策、司法政策とすべきである。 

 

四、弁護士大増員の司法改革について 

１ 平成 13 年６月 12 日付司法制度改革審議会意見書（以下「司法審意見書」と

いう）は、日本の法曹人口は国際的にみて少ないとし、今後の法曹需要が増大

することが予想されるので、「平成 22 年ころには新司法試験の合格者を年間
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3,000 人とすることを目指すべきである。」としている。そして「実際に社会の

様々な分野で活躍する法曹の数は、市場原理によって決定されるものであり、

新司法試験の合格者数を年間 3,000 人とすることは、あくまで、計画的にでき

るだけ早期に達成すべき目標であって、上限を意味するものではない･･･」とし、

法曹人口につき市場原理によることを述べている。 

しかしながら、「司法審意見書」は、次に述べるとおり、きわめて杜撰かつ不

適当な意見であるといわざるを得ない。 

２ 司法審は国民人口当りの法曹数ないし弁護士数でもって法曹人口の過少を論

じている。しかし、そのような手法はそれぞれ国情が相違することから相当で

ない。たとえばアメリカの弁護士の取扱い業務となっている業務を日本では税

理士等の隣接業者が扱っている。これら隣接業者（税理士 62,707 名、弁理士

3,827 名、司法書士 16,927 名、行政書士 35,888 名、社会保険労務士 46,348 名）

は、計 165,293 名（Ｈ８.５.31）おり、これとわが国の弁護士数（15,945 人･･･

平成８年）の合計は 181,238 名であり、これとの人口対比を見ると「弁護士等」

一人当たりの人口は 693 名となる。さらにアメリカの弁護士が日本と違って、

企業法務や連邦、地方レベルの官庁等へ広く進出していることを考えると、わ

が国において弁護士不足を声高にいうことに疑問が残るといわれている（注９）。 

司法審のような、国民人口当りの比較をするのであれば、まだしも、例えば

弁護士の業務活動は裁判活動と密接な関係があるといえるから、裁判官数に対

する弁護士数の比較をする方が相当である。裁判官数が多いことは、それだけ

裁判所事件数が多いことからそれに比例して弁護士も多数存在し得ることにな

るからである。 

裁判官数に対する弁護士数の国際比較をすれば次のとおりである（以下平成

７年 11 月 13 日付、法曹養成制度改革協議会の意見書記載の数字による）。 

(1) 日本は、裁判官数 2,860 人（簡裁判事を上記意見書の数に加算）、弁護士数

15,540 人（平成７年４月４日現在）であるから裁判官１人当り弁護士数 
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5.43 人である。 

(2) ドイツ（西ドイツ）裁判官 17,900 人、弁護士 59,400 人である。西ドイツ

の裁判官数 17,900 人は、日本の裁判官数 2,860 人の 6.25 倍である。また、

裁判所事件数においては、西ドイツの年間新受件数は民事系訴訟（地裁、区

裁、労働裁判所）2,271,623 件、行政系訴訟 333,690 件、合計 2,605,313 件

である。これに対し日本では、民事訴訟（地裁＋簡裁）428,091 件、行政事

件 846 件、計 428,937 件である（いずれも 1984 年度）（注 10）。即ち訴訟事

件数は６倍である。従って、西ドイツの裁判官数や事件数から比較して、日

本の弁護士数は西ドイツの弁護士数 59,400 人の６分の１の、9,900 人で足り

ることになるから、この比較からすれば、既に日本は 5,000 人弁護士が多い

ことになる。 

(3) フランス 

裁判官数 4,600 人、弁護士約 28,000 人 

従って裁判官１人当り弁護士数 6.08 人、この比較では日本の弁護士数はほ

ぼ同じである。 

(4) 上記のとおり、それぞれの国情の違いから、国民人口当り弁護士数を比較

しても意味のないこと明らかである。 

西欧先進国では、アメリカ、ドイツ、フランスにおいても、後述するよう

に弁護士の過剰が既に問題となってきているのである。従って国民人口との

比較によって弁護士人口が少ないから増員すべきであるというような単純な

判断のもとで司法制度の改革を考えるべきではなく、もっと、各国の事情、

状況を把握し、かつ我が国の国情において真に適切な弁護士人口は如何にあ

るべきか、実証的科学的な検討がなされるべきである。 

３ 司法に対する需要、弁護士に対する需要は、その国における、行政その他の

司法代替機関の充実度等が大きく影響するところであり、これらの普及度、利

用度の国際比較からも判断をすることが必要である。たとえば関西学院大学平

8 

 



松毅教授によれば、「日本には、国、県そして市町村レベルにおいて･････苦情

処理制度が充実しているという点では世界でも類例がありません。」「なぜ日本

に犯罪や訴訟が少ないのか、世界の文明国で訴訟が少ない国は日本以外にない

のかということを調べますと、ノルウエーでは人口当り訴訟件数は日本の半分

しかなかった」とし、その比較としてノルウエーには各市町村ごとに調停委員

会があって民事裁判を提起する前にその調停委員会にかけなければならず、こ

こで紛争の半分以上が解決されているとし、日本ほど大規模に市民相談を制度

化している国はなく、訴訟が提起される前にそういった窓口で多く解決をみて

いる（注 11）といわれている。これらの点も調査検討して比較されなければな

らないはずである。 

４ 司法制度の改革を考える場合には、まず、最初に徹底した現状の問題点とそ

の原因の分析、及び根底からの政策論議が不可欠である。我が国の司法を国政

のなかでどう位置付けるのか、国民の司法に対する基本的要望は何か、その中

で司法を担う法曹三者の役割とその質と量をどう考えるのか、制度の改変は結

果として国民の要望にこたえたものになり得るか、等について、慎重な検討と

影響評価を行い、そのうえにたって具体的制度改革が考えられるべきである。

国民が根源的に求めているものは、頭書に述べたとおり、基本的人権が十分に

守られる、「安心に暮らせる社会」である。これを実現するには、行政、立法、

及び司法のすべてがその最高政策として人権擁護と社会正義に基づく社会秩序

の形成とその深化に努めるほかにない。即ち人間社会における最高の法規範は、

人権と社会正義実現に資するものでなければならず、社会における法、制度、

及びその改革は、すべて、人権と社会正義に基づく秩序の形成にかなっている

かの観点から絶えず吟味される必要があるのであり、これにかなっていない場

合は、それは行ってはならないことである。 

５(1) 「司法審意見書」は、「法曹が法の支配の理念を共有しながら、今まで以上

に厚い層をなして社会に存在し、」と述べている。司法審のここで言う法の支
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配とは何を意味するのか、どのような内容まで含むのか必ずしも明らかでは

ない。しかしながら、前述したように、社会・国民が最も求めているものは、

人権と社会正義が守られる、「安心して暮らせる社会」であることからすれば、

社会・国民から真に求められている法とは、人権擁護と社会正義実現に資す

る法であり、これが最高法規範であると考えるべきである。従って「法の支

配」とは、この人権と社会正義実現に資することのできる法による支配でな

ければならず、これに反するものは排除されるべきものである。 

(2) 通常、既存の法基準にはしばしば矛盾や不備が存在していることは周知の

事実であり、こうした場合、裁判官、弁護士等の司法に携わる法専門家は、

法を補充・修正していく一種の創造的作業を行うものとされている（注 12）。

この場合の法創造は、社会・国民の求めている法である人権と社会正義実現

に資する法の創造でなければならない。弁護士は司法に携わる専門家の中で

は、このような法の創造を業務の中で訴の提起する等先駆して行わねばなら

ない者であり、司法を人権と社会正義が実現される場として先導して行かね

ばならない役割を有する。司法制度における最高次の政策は前述したように、

人権と社会正義に資する「法の支配」（以下「真の法の支配」という）でなけ

ればならないが、人権と社会正義に資する法は、当然に存在するものではな

く、現実には、日々創造・獲得をしていかなければならないものであり、そ

のためにはその法を創造する役割を担う法曹、特にそのための先駆的活動を

する弁護士は、その役割を担い実践する倫理的質を保持する者でなければ、

「真の法の支配」は実現しない。「司法審意見書」は、「法曹の数は･････市場

原理によって決定されるものであり」としている点において、弁護士の倫理

的質の確保について十分配慮しているとは到底考えられない。従って、司法

審の言う「法の支配」とは、上記の弁護士倫理に裏打された「真の法の支配」

ではない。少なくとも、このことを軽視している。そのために、法曹、特に

弁護士について、「真の法の支配」の担い手となり得る質をどうすれば、保持
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できるかについて十分な検討がされていない。また、弁護士人口の増員が、

「真の法の支配」の担い手となるための「質」に、どのような影響を与える

かについても検証を怠っている。司法試験合格者数について、従来 500 人～

1,000 人であったものを一挙 3,000 人とする提案などは、後で述べるように

その検証不足の最たるものである、といえよう。 

 
注 ８ 加藤新太郎「弁護士役割論」平成 4.3.25 弘文堂刊 164 頁は、「弁護士は、一面では、①依頼

者との依頼関係に基づく誠実義務＝善管注意義務を負うとともに（訴訟代理人的役務）、他面

では、②裁判所と協力して、社会正義を実現すべき義務を有する（公益的役割）。 

注 ９ 日弁連第 16 回司法シンポジウム「市民のための司法へ」基調報告 138 頁 

注 10 木佐茂男「人間の尊厳と司法権」日本評論社 1990 年４月１日刊、43 頁 

注 11 座談会「日本国憲法の二一世紀への展開」中の関西学院大学教授 平松毅発言、大阪弁護士

会会報 205  号、34 頁、35 頁 

注 12 和田仁孝、「裁判モデルの現在的変容」、棚瀬孝雄編「現在法社会学入門」1996 年５月 20 日法

律文化社刊、131、132 頁参照 

 

五、新規法曹年 3,000 人への増員計画の問題性 

１ 「司法審意見書」は、「平成 22 年ころには新司法試験合格者数の年間 3,000

人達成を目指すべきである。」としている。しかしながらこの考えについては次

のような問題がある。 

２ 質と量の関係は、量が増加すれば質が低下するという問題がある。現在、ア

メリカ、ドイツでの弁護士の量の増加の影響として、平均的には、弁護士は、

倫理的質も技術的質も低下してきているといわれている。即ちアメリカでは、

弁護士業務のビジネス化（サービス産業化）が進み、弁護士の金儲け志向が強

くなり、その結果 1960 年、70 年代に比べ、プロ・ボノの活動が大幅に減少し

たといわれている。また弁護士の競争の激化と弁護士の金儲け志向は、倫理の

荒廃を生み、乱訴、訴訟の引き延ばし、不誠実な訴訟活動が増加しており、ア

メリカの裁判制度は乱訴、裁判官不足、巨額の訴訟費用のため機能麻痺の状態

にあるともいわれている（注 13）。そして、アメリカの世論調査では、弁護士

に対する国民の評価が一貫して低く、近年はさらに低くなっているといわれて
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おり、1993 年のアメリカの弁護士に関するギャロップの調査では、「弁護士の

正直さ、倫理性をどう評価していすか」の問いに対し、「非常に高い、あるいは

高い」と答えたのはわずか 16％であり、41％の国民が「低い、あるいは非常に

低い」と答えていると報告されている（注 14）。そして、1992 年のカリフォル

ニア弁護士会の統計によれば、回答した弁護士の 70％が可能なら他の職業に就

きたいと答え、75％が自分の子供には弁護士になってほしくないと答えている

状況であり（注 15）、「アメリカでは人に嫌われたくなかったら弁護士であるこ

とは黙っておいた方がよい」、「アメリカの法曹は市民の信任を完全に失ってい

る」との報告もある（注 16）。 

また、西ドイツにおいては、すでに 1984 年度のドイツ法系民事訴訟担当者会

議における討論の中で明らかになってきたこととして、「弁護士数が果てしなく

増大しつつある結果、弁護士の質的水準が維持できないことのほか、依頼者の

利益、さらには司法の客観的利益よりも自己の利益に重点を置く弁護士の職業

観に対する危惧が一般化していると報告されている（注 17）。またその後にお

いても、その深刻さが深まっていく状況について次のような指摘もなされてい

る。「（弁護士においては）、プロフェッションというものの重要な要素が、どれ

もこれも、崩れてきている」、「弁護士の供給が増えたということは、クライア

ントへの従属性が強まったということを意味する。そしてクライアントの立場

が強まったということは、外部からのコントロールと影響によって弁護士の自

治活動が崩されていくことを意味する。〈弁護士の供給過剰〉はすでにみられた

弁護士の分裂を促進し、プロフェッションとしての意識や価値体系を掘り崩す

とともに、多かれ少なかれ存在した経済的独立性を失わせ、その結果統一的な

プロフェッションとしての弁護士像をますます疑わしいものにしていく」（注

18）。 

現在ドイツでは弁護士資格をもった者の約三分の一が実質的な失業状態にあ

るといわれている（注 19）。 
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以上の、弁護士過剰国である、アメリカ、ドイツの状況からして弁護士過剰

は社会的に問題があり、「真の法の支配」を実現するものではなく、また「真の

法の支配」を社会の隅々にもたらすものでもなく結局、国民の安心して暮らせ

る社会に資するものでないことが明らかにされている。 

３ 米・欧先進諸国と比較して、国民人口あたり、法曹特に弁護士数が少ないか

ら日本でも大幅に増加させるべきであるとの論がよく言われている。司法審も

実態をよく調査せず同様のことを述べており、これを今次司法改革の前提とし

ている。しかし法曹人口及びその中の弁護士人口は、その質を保持出来る限度

の範囲でその国の社会・国民の必要とする人数を考えるべきであり、その限度

を越えれば過剰となってくる。弁護士過剰は弁護士倫理の低下をもたらし、社

会・国民にとって悪影響を生ずることから、真に社会・国民に対する悪影響を

考えるならば弁護士人口は慎重にその適正数が検討されなければならない。

従ってアメリカ、ドイツのように弁護士過剰の弊害が問題となっている国と比

較することが相当でないことは明らかである。 

 
注 13 弁護士吉川精一、『諸外国における弁護士業務の「産業化」とその日本への影響』自由と正義

42 巻１号 33 頁、36 頁、37 頁 

注 14 棚瀬孝雄、「弁護士倫理の言説分析２」法律時報 68 巻２号 54 頁及び同書注 25 

注 15 吉川精一、『「グローバルスタンダード」を越えて』自由と正義 1999 年８月号 114 頁 

注 16 鈴木仁志「アメリカ司法を理解するためのキーワード」自由と正義 2000 年７月号 11 頁 

注 17 上田徹一郎、「海外学界事情―1984 年度ドイツ法系民事訴訟法担当者会議」民事訴訟雑誌 31 巻

234 頁 

注 18 村上淳一、「ドイツにおける法律家養成の現況」ジュリスト№1016 号 74 頁 

注 19 加藤久雄「二一世紀の法曹育成はどうあるべきか」、ジュリスト№1163 号２頁 

注 20 （欠番） 

 

六、「弁護士制度の改革」について 

１ 「司法審意見書」は、「社会における弁護士の役割は、「国民の社会生活上の

医師」たる法曹の一員として、「基本的人権を擁護し、社会正義を実現する」（弁

護士法第１条１項）との使命に基づき、法廷の内と外とを問わず、国民にとっ

て「頼もしい権利の護り手」であるとともに「信頼しうる正義の担い手」とし
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て、高い質の法的サービスを提供することにある。」としている。しかし弁護士

人口について市場原理をとり、大量増員をはかっている司法審がこのような提

言をすることは矛盾であり、空疎なものといわねばならない。 

国民が真に求めているのは、「安心して暮らせる社会」であり、人権擁護と社

会正義が貫徹される、「真の法の支配」が実現される社会である。国民が弁護士

に真に求めているものは、国家権力を含むいかなる権力や経済力に抗しても人

権擁護と社会正義が貫徹される社会づくりを実践し、「真の法の支配」を実現す

る弁護士である。このような倫理的質こそが、法技術的質とあいまって国民の

「安心して暮せる社会」に寄与するものであり、弁護士として根底から求めら

れる最重要な質である。そしてこの質に基づく弁護士の業務活動こそが本来弁

護士に期待される社会的に最重要な公共活動である。このような弁護士でなけ

れば、「司法審意見書」に言う「頼もしい権利の護り手」となり、「信頼し得る

正義の担い手」には決してならないのである。したがって弁護士及び弁護士制

度を考える場合、弁護士業務において、「真の法の支配」を実現する弁護士の質

を弁護士制度においていかにして確立保持するかが最大の課題とすべきもので

ある。 

弁護士が、いかなる権力にも影響されることなく、人権擁護と社会正義を実

現する「真の法の支配」を実現するためには、弁護士の権力に対する独立性お

よび経済的独立性が最も重要である。そして弁護士の権力からの独立性は弁護

士自治によって一応まもられているが、経済的独立性は、構造的には、弁護士

数を過当競争でなく適正数に保つ環境によって護られるとするよりほかはない

のである。社会･国民にとって、「安心して暮らせる社会」づくりのために「真

の法の支配」が最も重要であることから、「真の法の支配」を実現するための弁

護士の質の確保のため、弁護士の前記構造的経済環境保持による弁護士の経済

的独立性が、弁護士自治と同様に重要性をもって考えられなければならないの

である。 
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司法審は、中間報告においても、また答申書においても、一言も弁護士の独

立性にふれていない。むしろ弁護士人口は市場原理によるとして、弁護士の経

済的独立性を保障する環境･制度については、これを否定する考えに立っている。 

人間の行動は、素質と環境の所産であり、素質のほか、環境の影響を受ける

ことは一般的にはまぬかれないことである。 

弁護士人口大幅増員により収益が、事務所維持・生活維持の限界領域の程度

に経済環境がなった場合には、自己の生活維持をはかることの淘汰圧により、

弁護士倫理上行うべき行動も収入を得るため抑制されざるを得ない場合が生ず

るであろう。弁護士は基本的人権の擁護と社会正義実現の使命による倫理のも

とに、国家権力、社会権力、経済的権力等あらゆる権力に抗して職務を行わね

ばならないものであり、そのような機能を発揮できなければ、司法によって基

本的人権の擁護と社会正義に基づく社会秩序を形成することが不十分となり、

国民が安心して暮らせる社会にならないものである。この弁護士倫理の実践を

維持するためには、倫理教育も必要ではあるが、それ以上に重要なものは弁護

士自治とともに構造的に弁護士の生活維持の経済環境を保持することにより弁

護士の独立性をはかることである。それは弁護士にあっては市場原理を排除し、

過当競争に至らない適度な弁護士人口とするほかはないのである。 

このような、弁護士および弁護士制度を考えるに当たっての最大の課題であ

る弁護士の独立性について、認識を欠き、検討を怠ったまま、司法審が、単に

言葉のうえだけで、弁護士の使命は人権擁護と社会正義の実現であると述べて

も、これをささえる機構や裏付が考えられていない制度は、弁護士の使命達成

について実効性がなく、意味のないものと言わねばならない。 

法技術の使用は他に対して重大な侵害を生ずるものであり、一歩間違えれば

凶器となるものである。法技術は、弁護士の「使命性」に基づく倫理のもとに、

「真の法の支配」に則して使用されることによって、はじめて社会･国民の「安

心して暮らせる社会」に資するものであることを深く考えるべきである。 
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七、裁判所事件数の推移と弁護士大増員の影響 

１ 地方裁判所の訴訟事件数の推移と弁護士選任率について 

(1) 地方裁判所の民事訴訟事件は弁護士の業務量の主力であり、その事件数の

推移及び弁護士選任率の推移は弁護士が足りているか、或は過剰になってい

るか等を示すものと考えられる。 

全地方裁判所の民事・行政事件新受事件の増加率、及び全地方裁判所の民

事通常訴訟既済事件の弁護士選任率は表１のとおりである。 

 

原告 被告 合計

昭和44年 120,582 1.00 65.6 43.7 109.3 1.00 8,562 1.00

平成2年 114,402 0.95 83.6 53.3 136.9 1.25 14,184 1.66

平成7年 155,367 1.29 76.9 44.8 121.7 1.11 15,541 1.82

平成10年 180,177 1.49 75.5 44.5 120.0 1.10 16,852 1.97

平成12年 184,246 1.53 74.2 45.7 119.9 1.10 17,698 2.07

平成15年 182,804 1.52 73.3 43.0 116.3 1.06 19,519 2.28

平成17年 165,803 1.38 77.0 45.3 122.3 1.12 21,196 2.48

平成18年 180,650 1.50 75.8 43.4 119.2 1.09 22,047 2.57

平成19年 215,357 1.79 73.2 38.2 111.3 1.02 23,148 2.70

平成20年 232,810 1.93 71.7 36.1 107.8 0.99 25,057 2.93

※３　弁護士数は日本弁護士会の会員名簿による。

※２　弁護士選任率は、司法統計年報による同年の既済事件の弁護士選任率より原告、被告別に計算し、合計
　　　を出している。原告、被告に全部弁護士が選任されれば選任率合計は2.00（200％）となる。平成17年
　　　以降は家庭裁判所の既済訴訟事件を加えている。

増加率

弁護士数と増加率

弁護士数 増加率

※１　新受事件数は、司法統計年報（民事・行政編）による。但し、平成16年4月から人事訴訟が家庭裁判所に
　　　移管されているので、平成17年度以降は司法統計年報（家事編）による「訴訟事件」数を加算している。

表１　　　地方裁判所第一審民事訴訟新受事件の推移と弁護士選任率の推移表

年次

新受事件数と増加率 弁護士選任率と増加率

新受事件数
弁護士選任率（％）

増加率

 

新受事件数は、平成 12 年度の 184,246 件をピークに平成 18 年度まで減少

に転じたが、平成 19 年、平成 20 年と増加に転じている（但しこの増加は、

近時の、消費者金融に関連する過払金の返還訴訟等による一時的なものかも

しれない）。 
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一方、弁護士選任率は、昭和 44 年度を基準（1.00）として、平成２年度は

1.25 に上昇したのをピークに減少を始め、平成７年以降平成 18 年まで弁護

士人口が毎年増加し、平成 18 年には約 6,000 人増加したにもかかわらずその

間は、昭和 44 年度比約 10％増の程度の横這いで推移している。そして新受

事件が増加した平成 19 年度は 1.02、平成 20 年度は 0.99 とかえって最も少

なくなっており、これは昭和 44 年度と変わらない弁護士選任率であり、平成

20 年度は昭和 44 年度よりも若干ではあるが減少している。 

 

(2) 次に表２は、同期間中の４つの種類別訴訟の弁護士選任率を示すものであ

る。 

 

表２

原　告被　告 計 原　告被　告 計 原　告被　告 計 原　告被　告 計

昭和44年 60.4 27.6 88.0 93.5 79.3 172.8 89.8 70.9 160.7 93.8 85.4 179.2

昭和50年 72.0 34.9 106.9 95.4 85.7 181.1 91.4 72.9 164.3 91.7 90.3 182.0

昭和55年 81.7 40.1 121.8 94.2 84.5 178.7 91.8 68.6 160.4 96.2 88.6 184.8

昭和60年 86.7 42.6 129.3 96.5 87.4 183.9 91.6 65.6 157.2 98.7 89.5 188.2

平成2年 92.1 50.0 142.1 97.2 91.3 188.5 92.7 65.3 158.0 94.5 92.5 187.0

平成7年 94.3 54.4 148.7 96.5 89.8 186.3 90.8 63.2 154.0 96.5 89.5 186.0

平成10年 93.8 55.1 148.9 95.6 89.7 185.3 88.2 58.0 146.2 97.6 91.8 189.4

平成12年 93.3 55.0 148.3 85.0 53.8 138.8

平成15年 93.3 55.6 148.9 84.7 50.2 134.9

平成17年 92.7 59.4 152.1 85.6 48.7 134.3 95.7 86.8 182.5

平成18年 91.3 57.4 148.7 86.6 49.7 136.3 92.8 80.7 173.5

平成19年 91.7 59.0 150.7 87.7 48.2 135.9 92.8 83.6 176.4

平成20年 92.0 58.9 150.9 87.0 47.9 134.9 98.2 84.6 182.8

人事を目的
とする訴

弁護士選任率(％)

交通事故による
損害賠償の訴

弁護士選任率(％)

土地を目的
とする訴

弁護士選任率(％)

無体財産権ないし
知的財産権に

関する訴
弁護士選任率（％）

地方裁判所第一審民事訴訟の４つの種類別訴訟の弁護士選任率表

※１　司法統計年報（民事・行政編）による。但し人事訴訟は、平成16年４月から家庭裁判所の管轄となったので
　　　平成17年は司法統計年報（家事編）も加える。
　　　なお、司法統計年報（民事・行政編）は、「交通事故による損害賠償の訴」については平成11年以降、｢無体
　　　財産権ないし知的財産権に関する訴」については平成11年度ないし平成15年度分について、種類別弁護士選
　　　任率の記載はしなくなった。そのため上記表の空白部分は記載できなかった。

 

 

これによれば、原告弁護士選任率は、人事を目的とする訴訟は、平成２年
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以降、92％を越え、交通事故による損害賠償訴訟は昭和 44 年から、93％を越

えている。原告弁護士選任率が 92％以上となっていることの評価としては、

どのような場合でも、弁護士を選任せず自己だけで訴訟を遂行できると考え

ている一定の当事者がいるものであることを考えると、ほぼ限界まで選任率

が上がっているとみるべきであり、従ってその時点で弁護士の数は足りてい

る状況であるとみるべきである。 

土地を目的とする訴訟は、経済的重要性と事件の難易性から弁護士選任需

要は高いことから、昭和 50 年から平成７年まで原告弁護士選任率は 90％を

越えていたが、平成 10 年以降 80％後半に落ちている。しかし昭和 50 年度の

弁護士人口 10,476 人に対し平成 10 年度の弁護士人口は 16,852 人であって、

約 1.6 倍増加しているのにかかわらず弁護士選任率が低下していることから、

弁護士選任事情としては飽和状態とみられる。従って昭和 50 年頃は既に弁護

士数に不足はなかったといえる。なお知的財産権に関する訴訟は高難度の事

件であるから昭和 44 年度ですでに原告弁護士選任率は 93.8％である。この

種訴訟は被告も十分反論できる内容の場合が多いので他と比べ、被告弁護士

選任率も 80％を越えて高い。 

上記の、特に、広く種々の立場にある人が原告となる人事を目的とする訴

訟（離婚訴訟等）、及び交通事故による損害賠償訴訟等の原告弁護士選任率が、

いずれも早くから限界程度にまで高いことから、弁護士選任の必要度の高い

ものには弁護士は十分選任されていると評価することができ、少なくとも平

成２年ころの弁護士人口（１万 4,000 人）程度で国民の必要とする弁護士需

要は足りていたものと考えられる。 
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２ 簡易裁判所調停事件数の推移と弁護士等選任率について 

表３

増加率

申立人 相手方 合計

平成２年 59,120 1.00 28.7 17.4 46.1 1.00 14,184 1.00

平成７年 128,870 2.18 16.3 9.5 25.8 0.56 15,541 1.10

平成10年 246,702 4.17 8.8 4.7 13.5 0.29 16,852 1.19

平成12年 315,577 5.34 7.7 3.7 11.4 0.25 17,698 1.25

平成15年 613,260 10.37 3.8 1.7 5.5 0.12 19,519 1.38

平成16年 439,173 7.43 4.1 2.0 6.1 0.13 20,236 1.43

平成17年 321,383 5.44 5.1 2.7 7.8 0.17 21,196 1.49

平成18年 302,528 5.12 5.4 2.8 8.2 0.18 22,047 1.55

平成19年 254,013 4.30 5.7 2.9 8.6 0.19 23,148 1.63

平成20年 148,242 2.51 9.2 4.8 14.0 0.30 25,057 1.77

　　　　　　　　簡易裁判所調停事件の弁護士等選任率

弁護士数と増加率

弁護士数増加率

新受事件数と増加率

年次

弁護士選任率と増加率

弁護士選任率（％）新受事件
総数

増加率

弁護士数と増加率
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表３は、簡易裁判所調停事件の平成２年度からの新受事件と同年度からの既

済事件の弁護士選任率等を記載したものである。 

これによれば、新受事件数は、平成 10 年度以降急激に増加しているが、平成

15 年度の 613,260 件をピークに急減し、弁護士人口が最も増加している平成 20

年度は、かえって 148,242 件と、ピーク時の約 24.2％と約４分の１にまで減少

している。弁護士人口が増加しつつあるなかで、調停事件が一時的に増加し、

また急減していることから、このような事象は弁護士人口とは関係のない要因

で生じているものであることを示している。 

また、弁護士選任率は、平成２年度の申立人・相手方合計選任率 46.1％から、

以後著しく減少を続けており、平成７年度 25.8％、平成 15 年度は 5.5％となっ

ている。平成 20 年度はやや回復したものの申立人・相手方合計選任率 14.0％

であり、平成２年度の 46.1％の３分の１以下になっている。 

前述したように弁護士選任率は弁護士需要を示すものである。弁護士人口は
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平成２年度の 14,184 人から平成 20年度は 25,057 人と 76.7％と 10,873 人も増

加しているのに調停事件における弁護士選任率が平成２年度の３分の１以下、

平成７年度の２分の１以下という結果となっていることは、平成２年度をピー

クに、その後は調停における弁護士需要は減少していることを示している。こ

の原因は調停委員の信頼性が高くなり、弁護士の必要性が減じたことによるの

ではないかと思われるが、いずれにしても調停事件においては弁護士離れが生

じている状況である。このことからしても、弁護士需要の関係からすれば、せ

いぜい弁護士人口は平成２年度の 14,000 人程度が相当ではないかと考えられ

る。 

３ 司法修習生の現在の就職状況の現実 

日弁連宇都宮会長は、「現在、司法制度改革のひずみとして象徴的に現れてい

るのが弁護士急増に伴う新人の就職難の問題だ。従来は「イソ弁」として事務

所に入って給料をもらいながら弁護士として訓練を積んで独立するのが一般的

であったが、今では席は置かせてもらえるが無給の「ノキ弁」や弁護士登録と

同時に独立する「ソク弁」が出始めている。就職できず仕事もないため弁護士

会費が払えず登録すらできない新人もいる」と述べている（週刊東洋経済、2010

年 5 月 22 日）。 

弁護士人口の急増で、既存の弁護士も一般的に事件も収入も減少し、事務所

に新人をとる余裕がなくなってきた結果である。この現象は前述したように弁

護士需要は増加しないのにかかわらず、その見通しを全く誤り、弁護士を急増

させた「司法審答申書」の間違った答申によるものである。現在この状況を是

正するため、すでに各地弁護士会の一部では、司法試験合格者を 1,000 人にす

るべきであるとの決議をあげるに至っている。 

しかし、司法試験合格者を年間 1,000 人にしても、シミュレーションによれ

ば、弁護士数は３万 9,000 人弱で均衡し、年間 1,500 人であれば、弁護士数は

６万人で均衡するといわれている。従って年間 1,000 人としても過剰であり、
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今後急速に、弁護士の職域を拡大することを講じなければ悲惨な状況は改善さ

れることはない。 

しかしながら弁護士の使命性から、弁護士の職域拡大は国民の人権と正義を

守る弁護士の使命感を維持し発揮できる範囲での職域拡大でなければならず、

弁護士の職域の拡大といっても簡単なことではない。国において弁護士人口を

増加させた以上、国の義務としてそのような職域を拡大できる措置を講ずる必

要がある。 

 

八、法科大学院制度の問題性 

１ 法科大学院制度は、「司法審意見書」に記載の、『司法試験という「点」のみ

による選抜ではなく、法学教育、司法試験、司法修習を有機的に連携させた「プ

ロセス」としての法曹教育制度を新たに整備することが不可欠である。そして

その中核を成すものとして･･･法曹養成に特化した教育を行うプロフェッショ

ナル・スクールである法科大学院を設けることが必要かつ有効であると考えら

れる』、との答申に基づき設置されたものである。 

そして「平成 22 年ころには、新司法試験の合格者数を年間 3,000 人達成を目

指すべきである」とし、「法曹人口増加目標との関係を考え、法科大学院は平成

16 年４月からの学生受け入れ開始を目指して整備され･･･」るべきであるとし

ている。 

法科大学院の制度設計の概要は、法科大学院の修業年限は３年としている。

但し、法科大学院において必要とされる法律学の基礎的な学識を有すると法科

大学院が認める者（法学既修者）については短縮型として２年での終了を認め

ている。 

新司法試験は法科大学院の修了者に受験資格が認められる。 

法科大学院の修了者の新司法試験の受験については３回の受験回数制限があ

る。 
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なお、経済的事情や既に実社会で十分な経験を積んでいるなどの理由により

法科大学院を経由していない者にも、法曹資格取得のための適切な途を確保す

るため法科大学院を中核とする新たな法曹養成制度の趣旨を損ねることのない

よう配慮しつつ、例えば幅広い法分野について基礎的な知識・理解を問うよう

な予備的試験に合格すれば新司法試験の受験資格を認めるなどの方策を講じる

ことが考えられるとして一部この制度を残すこととしているが、法科大学院制

度を配慮しつつとしているので少人数になるおそれがある。 

２ 現在法科大学院はこのような内容で設立されており、この制度実施の数年経

過後なされた政府の平成 22 年７月６日付「法曹養成制度ワーキングチームにお

ける検討結果」（以下ワーキングチーム取りまとめという）によれば、次のよう

な懸念が示されている。 

(1) すでに法科大学院は、平成 16 年４月から学生の受け入れを開始し、平成

18 年度からは、法科大学院修了者に受験資格を付与した新司法試験、その合

格者に対する新司法修習が実施され、この制度による養成制度を経た法曹が

誕生している。 

新司法試験の受験者は平成 18 年 2,091 人、平成 22 年は 8,163 人であった

が、試験合格者は平成 18 年が 1,109 人、平成 19 年 1,851 人、平成 20 年 2,065

人、平成 21 年 2,043 人であり、合格率比は平成 18 年の 48.3％から平成 21

年の 27.6％と低下している。 

(2) 新たな法曹養成制度についての現状は、法科大学院志願者が年々減少、現

時点においては制度導入時に比べると大幅に減少してしまっていることの問

題点を指摘して、現状のままでは法曹の質を維持しつつ、その大幅な増加を 

図るという所期の理念の実現は困難ではないかとうい懸念が示されていると

し、新たな法曹養成制度は、制度全体が悪循環に陥りつつあることから、関

係機関が連携し、法科大学院教育、新司法試験、司法修習の各段階の所要の

見直しを行い、好循環となるよう取り組む必要がある、としている。 
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３ 司法試験の受験資格は、従来は大学２年終了したことでよかったのであるが、

法科大学院制度による新司法試験の受験資格は、大学学部４年の上に法科大学

院生として３年の修業年限（但し法学既習者と認定されたものは２年）が必要

とされている。 

４年の学部を経たうえさらに２年ないし３年、法科大学院に修業せねばなら

ないので当然その分学資等の費用を必要とする。 

日本弁護士連合会が、第 63 期司法修習生の法科大学院在学中の奨学金利用実

態について 2009 年 11 月 19 日、20 日に行ったアンケート結果によれば、貸付

制の奨学金や教育ローンを利用しているものは 52.81％であり、平均借入れ額

は 318 万 800 円、最高借入額は 1,200 万円であった。 

しかも前述したように修習終了した場合の弁護士の就職についての現状は、

これまでのイメージと異なり、近年継続して行われてきた弁護士人口の大増員

にともない、勤務先となる弁護士事務所も収入低下により、就職困難であり、

就職できないリスクが生じている。また就職できたとしても年俸が低くなって

いる状況が多い。 

更に、平成 22 年 11 月から司法修習生の給与制が廃止となり、貸与制となる

ことになっており、法科大学院生時代の借入にさらに加わることから、全国的

に給与制存続運動が展開されている。 

従って、司法試験合格者を現状の程度（年間 2,000 人）で推移すれば、これ

からの法科大学院生にとっては、さらに就職の困難性が増加するし、弁護士業

で将来生活していけるかどうかの展望も暗い。 

上記のような現状が明らかになってくるにつれて、法科大学院志望者が現在

激減してきているのである。前述の政府ワーキングチームの（取りまとめ）の

中でも、「相応の競争原理が働き適正な入学者選抜が確保できると考えられる最

低限の競争倍率２倍に満たない法科大学院が平成 21 年度は 74 校中 42 校、平成

22 年度は 40 校あり、平成 22 年度においては競争倍率 1.06 倍といった極端に
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競争倍率の低い法科大学院すら存在した」と記している状況にある。 

 ４ 法科大学院構想の問題性 

(一) 法科大学院構想の生じてきた原因は、主として、これまでの司法修習制度

については、積極的評価で大方の意見は一致しているところであるが（注 21）、

これからの社会は、法曹人口、特に弁護士人口の大幅増員が必要であるとし、

これまでの法曹養成体制ではこれ以上の司法試験合格者の増員が困難である

からとして考えられたものである。そしてこれに加えて、学生が受験予備校

に大幅に依存する傾向が著しくなり、「ダブルスクール化」、「大学離れ」とい

われる状況を招いており、法曹となるべきものの資質の確保に重大な影響を

及ぼしている、などの認識のもとに、法科大学院制度により、その是正をは

かる必要があるとする建前のものである。 

この法科大学院（ロースクール）制度については、大学での教育を担って

いる大学人等やその他からも次のような批判的意見や問題点が指摘されてい

た。これらを総合すると、法科大学院制度は、質の高い法曹を養成できると

は到底言えない。現行修習制度の改善の方が適切であり、少なくとも法科大

学院制度の実施はさらなる慎重な検討が求められていたものであった。 

(二) 法科大学院構想の生じた理由の一つとして、学生が司法試験受験予備校に

大幅に依存する傾向が著しくなり、「ダブルスクール化」、「大学離れ」が生じ

法曹となるべき資質が確保できないのでその是正のために法科大学院が必要

であるという説明がある。 

 (1) この問題については名古屋（現愛知）弁護士会が平成 12 年４月に実施

した、登録 10 年以下の同会若手会員についての、「司法試験と法学部及び

予備校の講義に関するアンケート調査」がある。これによって予備校と大

学の講義についての評価をみると、「司法試験に役立った」の項目において

予備校が 81.9％、大学が 12.8％で、圧倒的に予備校の評価が高いのは、予

備校の目的からして当然としても、特に留意すべきことは、「法律知識の修
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得に役だった」の項目について予備校 59.6％、大学 45.7％、「法律解釈論

の理解に役立った」の項目について予備校 50％、大学 35.1％であって、い

ずれも予備校は大学よりも高い評価を得ている。また、「わかりやすい」に

ついて、予備校 45.7％、大学 12.8％と、これも予備校の方が大学よりも顕

著に高い評価を得ている。 

大学にあっては、「司法試験に役立つ」については、予備校にたとえ一歩

譲るとしても、「法律知識の修得」、「法律解釈の理解」、「わかりやすさ」の

項目においては予備校に勝るのでなければ、大学の教育として不十分、不

適切といわれても仕方がないのではないか、即ち大学は正当な競争におい

て予備校におくれをとっているのではないかが問われなければならない。 

従って大学の急務は、これらの項目において予備校より好評を得る努力

をすべきであり、それが達成し得る教員を養成すべきことが本来真っ先に

行われるべきことであった。 

司法審の大学院構想は、原則として法科大学院終了者のみに司法試験の

受験資格を与え、しかもその７割ないし８割が合格する制度として、構造

的に司法試験予備校に学生が行くことを阻止しようと企図しているもので

ある。しかしこれまで予備校との競争があっても魅力のある大学教育づく

りができていなかったのに、予備校との競争を制度でまもられるようにな

れば魅力ある教育づくりが一層おとろえる可能性の方が大きくなろう。 

(2) また法科大学院の卒業生だけが原則として司法試験の受験ができて、し

かも司法試験の合格率を 70～80％とした場合には、法科大学院入学試験対

策、法科大学院卒業試験対策、新司法試験対策に、それぞれ受験予備校が

できる。法科大学院制度になれば、学生が予備校に行かなくなるというの

は、幻想であるといわれていた（注 22 参照）。 

 (三) 法科大学院構想については更に、次のとおり、多くの問題が指摘されてい

た。 
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(1) 司法審の法科大学院制度のもとにおいては市民の権利の守り手は後退す

る懸念が大きい。 

① 法律家に「ロースクール」卒業という高学歴を要求することになれば、

必然的に国民の上下の階層分化が生じ、そのようにして育った法律家に

よって支えられる司法制度は、社会上層のための司法制度になってしま

うだろう。法学教育界までが「ロースクール」制に移行したら、明治以

降、戦後社会を通じて大勢の先輩法律家が粉骨砕身して築いてきた、国

民の声なり、人権を守るという誇るべき伝統ははかなくも雲散霧消し「法

曹三者」が支配的階層の利益を守るだけの存在になってしまうだろうと

いわれている（注 23）。 

② また「ロースクール」制度は授業料が高額となり、「アメリカの民衆の

弁護士組織にはロースクール生が大勢入るけれども卒業すると途端にみ

んな多くの借金を背負うために結局弁護士になると活動にほとんど参加

しなくなる」（注 24）、「収入の少ない公益活動を敬遠するのは、ロース

クール３年間の負債を早く返したいという経済的動機からだ」（注 25）

といわれており、「ロースクール制度」による授業料高額化は公益的活動

をする弁護士を少なくする原因をつくっていくことになる。 

③ 法科大学院の学費は高額となり、裕福なものでなければ法曹になれな

くなる（注 26 参照）。 

(四) 良質の法曹養成が実現する充実した法科大学院を果たしてつくり得るかの

疑問がある。 

(1) 「各大学法学部がこれまでのとおりの法学部と大学院（研究者養成及び

専修コースなど）を維持しながら、新たな法科大学院を設置しようとすれ

ば、弁護士などの実務家の参入があったとしても、全体として法学教員の

数量が決定的に不足する」といわれている（注 27）。既に、『こうした事情

に鑑みて、法科大学院について専門大学院に予定される専任教員、実務家
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教員の要件を緩和することが、大学側から主張され、検討会議の「議論の

整理」もこの点を今後の課題としている』（注 28）という状況もある。そ

して「現状の議論の方向で法曹養成制度を転換させるようなロースクール

の設立は短期的には実際に困難であり、いずれにしても既存の法学部・法

学系大学院の全体のあり方の再検討まで視野に収めなければ前に進むもの

ではない。」（注 29）と言われていた。 

(2) また、「教育内容が簡単に理想的なロースクールのものに変えられるかは

大問題である。1991 年頃から大学院重点大学なるものが登場して、法学部

教授が大学院法学政治学研究科教授、法学部長が大学院法学政治学科長と

いう長たらしい肩書きに変わったが、中味は一向に変わりばえしない、と

いう故事(？)がある」（注 30）として、司法審の考えているような「法科

大学院」の実現について大きな疑問が提されていた。 

(3)「 法科大学院制度は、法学研究者の数や、設置するための経費などから、

それほど多くの優秀な法曹を養成できるとは思わない」ともいわれていた

（注 31）。 

(4) 法科大学院構想に対しては、文部省の設置認可による選別のほかに、文

部省予算による財政的な援助がつきまとい、資金面を通じての誘導支配が

行われるだろうと懸念されている（注 32）。このことから国民のための法

曹としての質は人権と社会正義を実現するという倫理的質が第一に重要で

あるが、そのような方向が守られるであろうかは大きな疑問である。 

(5) 一発勝負の現行司法試験制度は、客観的で公平な選抜を保障するもので

ある。また、受験勉強に専念することが飛躍的に学力を高めているという

積極的な面を有している。現行司法試験制度の長所を、安易に捨て去るべ

きではない（注 33) 。 

(6) 日本においては、司法研修所がロースクール機能を担ってきて、優れた

実務教育を施してきたことを正面から認めて、司法研修所の組織及び機能
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の大幅な改善を図ることの方が、ロースクール(法科大学院)において文部

科学省の定める設置基準の範囲でさまざまな試行錯誤を繰り返すよりも、

はるかに安価で効率的に実務教育を行うことができ、より大きな成果が上

がる。法学部教育の縮小や荒廃をもたらす危険性のある制度改革は避ける

べきである（注 34）。法学部の上乗せコースで十分所期の教育効果をあげ

ることができるにもかかわらず、人的・物的設備に制約の多い法科大学院

を設置する必要はなく、経費・労力の壮大な浪費ではないか（注 35）。 

 (五) 以上のことからすると国民のための法曹養成制度として法科大学院制度

はこれまでの制度よりも劣る危険性が高いものであり、軽々しく発足してよ

いものとはいえないものであった。司法審は弁護士需要の予測を全くあやま

り、弁護士人口大増員が必要であるとして法科大学院を設置し大量の法科大

学院生を就学させた結果、現在弁護士過剰により法科大学院卒業生は多額の

ローンをかかえ、新司法試験合格率 27.6％のなかで、たとえ合格したもので

あっても就職難にあえぎ、また、合格しないものは、多額のローンをかかえ

たままで一般就職も困難であるという悲惨な状況をまねいている、人権上、

抜本的な制度の見直しを直ちにするべき事態である。 

注 21 東京大学シンポジウム「ディスカッション・ペーパー」ジュリスト№1168 号 17 頁 

注 22 早稲田大学教授 鎌田薫『法曹養成と私法教育』成文堂、2002 年３月 10 日刊「ロースクー

ルを考える」のうち 107 頁 

注 23 神奈川大学教授 清水誠『「ロースクール」案に反対する』法律時報 72 巻８号 186 頁 

注 24 弁護士萩尾健太「法科大学院構想の危険性」法と民主主義 2001 年№355、51 頁 

注 25 帝塚山大学教授 藤倉皓一郎「アメリカにおけるロースクールの実像」法律時報 72 巻１号

130 頁 

注 26 前掲 鎌田薫 59 頁 

注 27 東京大学教授 広渡清吾「法曹養成の公共性と法科大学院」法律時報 72 巻 12 号 45 頁 

注 28 前掲広渡清吾「法曹養成の公共性と法科大学院」45 頁 

注 29 東京大学教授 広渡清吾「法学教育の位置と法曹養成」法律時報 72 巻９号 40 頁 

注 30 神奈川大学教授 清水誠「司法改革論議・警言」法律時報 72 巻 11 号 86 頁 

注 31 前掲 鎌田薫 48 頁 

注 32 前掲清水誠『「ロースクール」案に反対する』186 頁 

注 33 前掲 鎌田薫 84～85 頁 

注 34 前掲 鎌田薫 112 頁 

注 35 早稲田大学名誉教授 鈴木重勝『法科大学院は必要か』成文堂、2002 年３月 10 日刊「ロー

スクールを考える」のうち 239 頁 

28 

 



九、国民生活とあるべき法曹養成制度 

１ 人権と正義が守られる社会は、国民に生活の安定と幸福をもたらすものであ

り、時代を越えて、常に、社会・国民が、心から強く求めるものである。 

したがって国政すなわち、立法、行政、司法の三権は、いずれも、人権と正

義が守られる社会の実現を目指している。 

そのうち司法は、裁判により、具体的事件を通じて国民の個々の人権を守り

正義を実現していくものであり、国政上これらの権利を守る最後の砦となって

おり、重要な責任を課されている。 

法曹三者は、この司法を担うものであるから、当然のことながら人権擁護と

社会正義の実現を使命とし、司法を通じてその実現を図らなければならない職

務である。弁護士法第一条は、弁護士の使命としてこのことを明記しているが、

これは、弁護士のみではなく法曹すべての使命である（注 36 参照）。 

そして、制度を支えるものが人である以上、司法が真にその重要な役割を果

たすには、それを担う法曹三者を如何にして養成するかにかかっている。即ち、

法曹養成制度を、いかにつくり、いかに維持していくかが実際上重要なことで

あり、このことに重大な関心をもたねばならない。 

２ 戦前の法曹養成制度 

戦前は、裁判官・検察官の養成は、司法官試補制度（修習期間１年６ヶ月）

があり、また、弁護士の養成は、弁護士試補制度（修習期間１年６ヶ月）がお

くれて発足したが、裁判官・検察官の養成とは別々に分離養成されていた。し

かも裁判官・検察官の養成は、国費をもって行っていたが、弁護士の養成はな

おざりにされていた。そのため、弁護士の力が弱く、裁判官・検察官に対向し

て、国民の人権や正義を守る力が弱かった。また、一方裁判官、検察官となる

ものは、最初から官僚として修習を受けることから、国民の立場をよく理解し、

国民の立場に立って考えるという訓練ができなかった。そして、これらのこと

があいまって、戦前は国民の人権や権利は十分守られていなかった。 
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３ 戦後の法曹養成制度（司法修習制度） 

戦前の法曹養成制度では、国民の人権や権利は十分守られなかったことの反

省から、戦後の司法の民主的改革の一つとして、修習期間２年の司法修習制度

が制定された。 

この制度では、戦前と違って、志望如何にかかわらず、裁判官・検察官及び

弁護士となろうとするすべての者が、修習の最後まで、統一・平等の修習を受

ける。従って司法修習生の修習目的は、法律実務家（法曹）となるための専門

教育であると共に、裁判官、検察官及び弁護士という法律実務家の三部門につ

いて一応の修習を行い、そのいずれにも入り得るための基礎教育であるとされ

ている（注 37 参照）。 

この制度の、司法修習期間は２年であり、その具体的修習内容は次のとおり

である。最初、司法研修所において４ヶ月、実務修習において十分修習の効果

をあげうるための準備的、ガイダンス的意義を有する教育を受ける（前期修習）。

その後、現地の裁判所、検察庁、弁護士会での実務修習 16 ヶ月（民事裁判、刑

事裁判、検察、弁護各４ヶ月）を行い、そして最後に再び司法研修所で４ヶ月、

仕上げと終了試験を受ける（後期修習）。そしてこの２年間の修習を終了した後、

修習生は、自由意志で、裁判官・検察官または弁護士の道を選ぶ。 

４ 実務修習期間 16 ヶ月を含む司法修習期間２年の意義 

(1) 現行修習制度は、戦前の判・検事の実務修習制度であった司法官試補制度

（期間１年６ヶ月）と弁護士の実務修習制度であった弁護士試補制度（期間

１年６ヶ月）を統合し、全員に、判・検事・弁護士の修習を、統一・平等に

行う制度となった。従って、両者を統合した修習期間は、本来、司法官試補

期間及び弁護士試補期間の合計３年でもよいはずであるが、ぎりぎりに期間

を短くし２年となったものと考えられる。当初の司法修習制度の創設時には、

連合軍司令部担当者からの質問に対し、司法関係者を含む国側担当者は、「裁

判官としての仕事、検事としての仕事、弁護士としての仕事すべてを一通り
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修習するのであって、その期間が合計２年であるから長すぎることはない」

と説明している。また、給与支給について司法省側は、「司法修習生は、裁判

官、検察官になるのに必ず経なければならないものであるから給与を支給す

る。また、弁護士も国家事務を行うものであるから弁護士になるものについ

ても同様のことがいえる。」と説明している（注 38）。 

また、昭和 30 年頃の「司法教育」座談会において、当時の司法研修所長は、

修習期間２年について、若干延長してもよいのではないか、弁護士会同様裁

判所や検察庁も実務修習期間の延長を希望している旨の発言もあり（注 39）、

実際に運営した結果として修習期間２年は、むしろ短いとさえ考えられてい

たのである。 

(2) 修習期間２年のうち、現地における、民事裁判、刑事裁判、検察、弁護各

４ヶ月合計 16 ヶ月の実務修習は、法曹を養成するための中核となる修習であ

る。 

戦前の法曹養成制度においては、裁判官・検察官の実務修習は１年６ヶ月、

弁護士の実務修習は１年６ヶ月であった。現行制度はこれを統一し、裁判・

検察・弁護の三分野の実務修習をすべてに対し平等に行うのであるから、三

分野合計で 16 ヶ月（１年４ヶ月）という現行制度は本来短い位である。これ

より短くすれば見学に堕してしまい、生きた事件にふれ、社会の複雑さと国

民的立場にたつ人権感覚を体得するという最も重要な修習目的を失うことに

なる。 

以上のことから、現行の実務修習 16 ヶ月を含む２年の修習期間は、終了す

れば直ちに独立した法曹として国民の人権と正義にかかわる極めて重要な職

務につくことを考えると最低限の期間である。 

５ ２年間の統一修習制度の社会的、国民的有益性 

(1) ２年間の統一・平等の修習は、法曹三者の地位・力量を均衡させる。法曹

三者のうち特に権力をもたない弁護士が、他の二者と対等の立場で国民の人
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権と正義をめぐって争える体制がとり得るときに、はじめて国民の真の人権

と正義が守られ得るものである（注 40 参照）。その意味で二年間かけて裁判

官・検察官・弁護士を統一平等に養成し、社会的地位においても、また力量

においても相互に遜色のないように法曹三者を養成する修習制度は、国民の

人権と正義を守る観点から極めてすぐれた制度である。そしてその評価も高

い（注 41、42、43 参照）。 

戦後、日本において弁護士・弁護士会が、国民の人権擁護と正義の実現に

大きく寄与し社会的評価を高めていることは、この戦後の統一・平等の修習

制度の成果である。 

(2) 弁護士にとって、民事裁判、刑事裁判、検察の実務修習は、弁護士能力を

高め、国民の人権と正義を守ることに寄与する。 

弁護士となるものにとっては、実際に現地の裁判所、検察庁での民事裁判

４ヶ月、刑事裁判４ヶ月、検察４ヶ月の実務修習を行うことにより、裁判所、

検察庁の人権と正義についての考え方を知り司法運営の実情に対する理解を

深めることができる。このことによって、弁護士になったとき、如何にすれ

ば司法の場において人権と正義の実現をはかることができるかの実際的展望

をもつことができ、自信をもって弁護士としての事件処理ができる。このこ

とは、国民の人権と正義を守ることに極めて有用である。司法研修所所長を

つとめ後に最高裁判事にもなった司法界の先達は、修習生は志望している以

外の二分野を良く修習する必要があるとし、弁護士になるものこそ、裁判官

や検察官の仕事を良く修習するべきであると言っている（注 44）。 

(3) 裁判官・検察官にとって、弁護士会での４ヶ月間の実務修習は、官僚性を

うすめ、国民的立場と視野をもつ、裁判官・検察官を育て、国民の人権と正

義を守ることに寄与する。法曹の職務は、国民の基本的人権に影響するとこ

ろ重大であるから、国民的立場にたった視野の広さと見識の豊さが必要であ

り、官僚的であってはならない。とくに裁判官・検察官となる者は、弁護士
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修習の実務を行うことにより、依頼者たる一般国民に接し、その実情や、思

いを理解修得することができる。このような弁護士修習は裁判官・検察官の

官僚制をうすめるものであり、人権感覚のある民主的法曹として育つために

は極めて重要な修習である（注 45）。 

(4) 更に、２年という期間、裁判官・検察官及び弁護士になろうとする、立場

が異なる三者が、ともに生活し、その間、日常的に対話や議論を行うことに

よってそれぞれの職務について視野が広がり、幅広い有用な法曹として育つ。

また、立場は違っても、それぞれ司法において人権と正義の実現をはかると

いう目的が共通であることが感覚的にも理解することができるようになり、

このことが法曹となった場合、互いに協力して（対向的協力を含む）、司法に

よる正しい人権と正義による解決をし、社会、国民にとって有用な人権と正

義にかかわる社会秩序を形成することに寄与する（注 41、42、43 参照）。 

(5) 以上のことから、修習期間２年及びそのうち分野別各４ヶ月の実務修習は、

社会国民が真に求める法曹としての質を備える人材を得るための最低限の期

間であり、かつそれらは有機的に関連しており、その一部でも短縮されては

ならないものである。 

６ オン・ザ・ジョブ・トレーニングの導入による修習期間短縮論について 

２年の修習期間については、法曹になってからそれぞれの組織においてオ

ン・ザ・ジョブ・トレーニングを行うことにより、研修効果もあがり、修習期

間は短縮できるとの意見がみられる（注 46）。しかしながらこの意見は、戦前

の反省のもとに戦後発足した司法修習制度の理念、本質を理解していない考え

方である。 

前述したように戦前の修習は、判・検事になるものと、弁護士になるものと

を分けた分離修習であった。しかしながらそのような方法では、国民の人権と

正義を守ることは十分でないとの反省から、現行の修習制度が生まれたのであ

る。２年間の修習制度の意義は、それぞれの組織に入って、オン・ザ・ジョブ・
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トレーニング等が開始されるまでに、前述したように２年間の統一・平等修習

を行うことにより、法曹三者の地位、力量の均衡を図り、国民の人権と正義を

良く守ろうとしているのであり、また、それぞれが他の分野の実務修習をする

ことによって、大局的には、それぞれの単独の職場で分離的に修習するよりも

効果があがること、更には、２年間、判・検事・弁護士となるものが、いわば

生活を共にして統一・平等の修習をすることによって、偏らない広い視野が生

じ、このことが法曹人として重要であること。また、弁護士となるものについ

ては、裁判・検察の実務修習は弁護士能力を画期的に増大し、また、裁判官・

検察官になるものについては、弁護士実務の修習は、官僚性をうすめるととも

に国民的立場と視野をもつものを育て、国民の人権と正義を守ることに寄与す

るのである。 

即ち、この修習２年間の意義は、志望別にそれぞれの職場で直ちに修習する

ことを否定し、法曹三者の各職域で、平等に実務修習をすることにより、大局

的には力量のある、しかも国民の人権と正義を守ることに寄与する民主的法曹

を育てる基礎となるものである。そして、そのためには、２年間は実際上必要

であり、削減できないものである。 

修習期間短縮とひきかえのオン・ザ・ジョブ・トレーニング論は、修習制度

の意義、理念に沿わない議論であり、国民の人権と正義を守る観点からは認め

られない考えである。 

７ 今回の司法改革による、修習期間１年の制度は妥当でないことについて 

(1) 前述のとおり戦後、司法修習期間は２年であって平成 10 年採用の司法修習

生（52 期）まで２年が続いていた。その後司法試験合格者数の増加をはかっ

たことから、平成 11 年採用の司法修習生（53 期）から司法修習期間は１年

半となり、各実務庁会の実務修習は各３ヶ月となった。そして平成 18 年から

の新司法修習では、司法修習期間は１年間になり、各実務庁会実務修習期間

は各２ヶ月となった。 
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修習期間１年、そして各実務修習が２ヶ月となった制度は、司法の各実務

を、いわばかけ足で見学してまわったという効果しか得られない、きわめて

中途半端なものである。前述した修習期間２年、各分野実務修習４ヶ月のよ

うな力量のある、国民の人権と正義を守る法曹を育てる効果は全く得られな

いものであり、国民の期待する質を備える法曹を養成する制度として不適当

である。 

注 36 松田二郎「専門的法曹教育について」、法律時報 29 巻４号 59 頁 

「法曹は人々の基本的人権を擁護し、かつ公共の福祉を維持することを任務とする……それは

営業でなくプロフェッションである」 

「……ことに民主主義の社会では、暴力や情実が行われてはならないのであり、そこは法の支

配すべきところである。即ちそれは法の支配すべき社会であるからには、法曹の任務は重く、法

曹の養成は極めて重要な意味を持っている。」 

なお、松田二郎氏は司法研修所所長であり、後に最高裁判事となっている。 

注 37 前掲、松田二郎「専門的法曹教育について」、61 頁 

「司法研修所における教育は法律実務家となるための専門教育ではあるが、しかし裁判官たる

ためのみの教育でもなく、また検察官や弁護士たるための教育でもないことである。それは裁判

官、検察官及び弁護士という法律実務家の三部門についてその一応の修習を行い、その何れにも

入り得るための基礎教育である。」 

注 38 (ｱ) 司法研究報告書第８輯第 10 号、司法研修所刊「戦後の司法制度の経過」（第２分冊）474 頁 

『従来の「一年六ヶ月以上」の修習（司法官試補につき、裁構法第 57 条第１項、弁護士試補に

つき、弁護士法第２条第１項第２号参照）を「少なくとも２年間」の修習と改め、修習の一層

の充実をはかり、法曹の向上を期した。』 

(ｲ) 同第 520 頁『二ヶ年というのは、弁護士志望の者でもその間に弁護士事務のみを修習する訳

でなく裁判官としての仕事、検事としての仕事、弁護士としての仕事をすべて一通り修習する

のであって、その期間が、合計二年であるから長すぎることはないと思う。』 

(ｳ) なお、弁護士を含む法曹三者の国費養成については、現制度創設時の司法省側の説明は、「司

法修習生は、裁判官、検察官になるのに必ず経なければならないものであるから給与を支給す

る。また、弁護士も国家事務を行うものであるから、弁護士になるものについても、同様のこ

とがいえる」（前掲、｢戦後の司法制度改革の経過｣475 頁）としており、弁護士を国家事務であ

る司法を担う公共的職務として認識し、給与支給を当然としていたことを示している。 

注 39 座談会「司法教育」ジュリスト№88、８頁、司法研修所所長松田二郎氏発言「現在の２年の修

習期間が短すぎはしないか、･･････期間を延長せよとの論が一部に唱えられているので

す。･･････予算等の問題は別として、現在より若干延長してもよいのではないでしょうか。弁護

士会の実務修習期間の延長要望と同様に、裁判所や検察庁も亦、実務修習の期間延長を希望して

いるのです。私としては期間延長の前に、まず内容の充実を考えたく思っています。」 

注 40 前掲座談会「司法教育」６頁、弁護士島田武夫発言「本来弁護士は、判・検事以上の実力をもっ

ていなければならない･･････」 

注 41 前掲座談会「司法教育」６頁、東京高裁判事村松俊夫氏（元司法研修所教官）発言「私は裁判

所へ帰ってから修習生出の弁護士の人をいろいろ見ているのでございますが感じていることを

申し上げれば今お話になった弁護士の方は、昔の弁護士試補の時代よりも力はついてきたという

ことを思います。それと、もう一ついいと思うのは、弁護士と検察官と裁判官というのは、昔よ

りも、研修時代同じ生活を送り、互いに親しくしているということと、それぞれの仕事がどんな
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ものでどんな空気のところかを知っていることが、いろいろな意味でいい意味に働いてくるとい

うふうなことを思っております。」 

注 42 前掲座談会「司法教育」６頁、司法研修所教官（判事）足立進氏発言「私も間接に聞いている

わけですが、研修所ができて一番よかったのはどこかといいうとやはり弁護士になった方ではな

いか。勿論裁判官や検察官になる人でも昔の試補時代に比べれば、当時はいまの現地における実

務修習が主たるもので、現在の研修所ができてから統一的かつ総合的な修習を受けることができ

るようになった点で従前よりよくなったことは云うまでもないと思いますが、･････やはり法曹

一元といっても、裁判、検察、弁護それぞれの人がお互いに他を知っているということが一番必

要だと思うのです。昔はそれがなかったのですね。今はみな修習２年の間に将来何になる人でも、

全部裁判、検察、弁護について全く同様に修習して、その実情をよく知って理解しているという

こと、これが私は法曹一元の目的達成という上に非常に役立っているものではないか。そうして

また実際にそれぞれ別な面で一本立ちになってからも、そこに相互の理解が十分できている。そ

ういう意味でやはり同じ目的に向って協力できるという基礎が築かれているのではないかとう

いうことを実際卒業して裁判官となり、あるいは検察官となり、あるいは弁護士になった人たち

と会って話をする機会が始終ありますが、そういう時にそんな感じを一番強くもちますね。これ

は研修所の制度の一番いいところではないかと思います。 

注 43 前掲松田二郎「専門的法曹教育について」60 頁 

「おそらくそれは（現行修習制度は）終戦後の諸制度のうちで、最も幸福な発展を遂げてきた

ものの一つといい得るであろう。今やその出身者（現行修習制度出身者）は本年の春の卒業生を

含めて２千名を越え、わが国全法曹のうちで占める比率は甚だ高いのであって、裁判官、検察官

及び弁護士の若い層は殆んど全部この出身者によって占められている。しかも、これらの若い法

曹のうちには欠点がある者があるにせよ、全体的に見て優秀であるということは、今や一般的に

承認されているといっても敢て過言ではないであろう。･･････わが国では司法研修所の発足に

よって徐々ではあるが、法曹の間に根本的、本質的の変化を生じつつあるのである。私は終戦後

の混乱期にあって早くも司法研修所という新しい制度を構想し、これを実現せしめた先覚者の卓

見を偉とするものである。ちなみに司法研修所は、我が国独自の制度であって、欧州にもアメリ

カにもその例を見ないものである。」 

注 44 前掲座談会「司法教育」７頁、司法研修所長松田二郎氏発言「私としては考えなければならな

いのは、 司法研修所が司法修習生の修習の面において裁判官養成だけに片寄ったりあるいは検

察官養成の方に片寄ったりしてはならないし、この点は我々として十分に注意しているのであり

ますが、しかし又司法研修所は弁護士の要請に片よるべきではない。若し裁判官、検察官や弁護

士がそれぞれ自己の領域についてのみ、その後進を養成することを主眼にするならば、司法研修

所を廃止して、裁判官、検察官と弁護士の各別に三つの研修所を作るのがよいでしょう。しかし

私はそのような考えには、全然反対です。 

司法修習生のうちには最初から裁判官志望の人がおりますが私はそのような方には常々いうの

です。いずれ裁判官になるのだから、今のうちはむしろ検察官なり弁護士の仕事を特に良く修習

なさいと。反対に弁護士志望の司法修習生には、出来るだけ裁判官や検察官の仕事を修習するよ

うにすすめております。結局自分の志望以外のものを一層よく修習すべしというのが私の年来の

主張です。」 

注 45 利谷信義「司法修習における裁判官像」29 頁、日本法社会学会編「裁判官論」友斐閣刊 

「実務修習なかんずく弁護士修習のもつ効果である。特に裁判官・検察官という強大な国家権

力の行使者となる者にとって、当事者の立場に立つ経験はきわめて貴重である。それは、まさに

「人権感覚」の源泉となるからである。国民の司法参加の極度に制限された日本の司法制度にお

いて、司法が真に威信を保つためには、恣意的な権利行使の自己抑制が不可欠である。それを支

えるものこそ、とぎすまされた「人権感覚」以外の何ものでもない。」 

注 46 法曹養成制度改革協議会意見書ジュリスト№1084、64 頁 
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十、今後の法曹養成制度について 

１ 司法試験合格者数は、年間 1,000 人とすべきである。 

国民が真に求めているものは「安心して暮らせる社会」であり、人権擁護と

社会正義が貫徹される、「真の法の支配」が実現される社会である。従って国民

が弁護士に求めているものは、国家権力を含むいかなる権力や経済力に抗して

も人権擁護と社会正義が貫徹される社会づくりを実践し、「真の法の支配」を実

現する質を有する弁護士である。そのためには、弁護士の経済的保障として、

過当競争にいたらない適度の人数とすることにより経済的環境を保持する必要

がある。従って、司法試験合格者を年何人とするかは、国民の求める弁護士の

質を保持するためのきわめて重要な政策である。そして、そのための適正な人

数としては、司法試験年間合格者数を少なくとも 1,000 人とすべきである（こ

れでも弁護士の職域拡大をはからねば、過当になることは前述したとおりであ

る）。 

２ 司法修習期間は、２年とし、実務庁会での民事裁判、刑事裁判、検察、弁護

の実務修習は、各４ヶ月とすべきである。 

これまで述べたように実務修習各分野各４ヶ月を含む２年間の統一・平等修

習は、弁護士になるものにとっても、また裁判官、検察官になるものにとって

も、国民のための法曹となるために必要かつきわめて有効適切な制度であり、

高く評価されていたものである。この司法修習２年の制度を、国民のための制

度として従前通り復活する必要がある。 

３ 司法試験受験資格は、従前と同様にすべきである。 

従前は司法試験第一次試験があり、大学卒業程度の一般教養科目について筆

記試験が行われるが、大学で一般教養科目の学習を終わった者は第一次試験を

免除されていた。通常大学では２年終了時点で一般教養科目の学習が終わって

いるので、大学３年生から司法試験第二次試験（現在の新司法試験に当る）を

受験し合格したものもあった。 
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従前、この受験資格で問題があると考えられたことはなく、法科大学院によ

る受験資格制度に比し高く評価されている（注 47）。従って司法試験受験資格

は、従前と同様にすべきである。 

なお、上述の司法修習期間２年の制度及び司法試験受験資格については、後

述の「法科大学院制度についての再考」で述べる措置の関係で、発足時期は一

定期間おくれることになる。 

注 47．早稲田大学教授 鎌田薫 「法曹養成と私法教育」、成文堂 

2002 年 3 月 10 日刊「ロースクールを考える」のうち、60 頁 

「現在の司法試験制度の下でも、合格者の３割強が｢大学生」である。今よりもっと合格率の低

い時代でも、一部かも知れないが、法学部の３年とか４年で司法試験に合格し、人格･識見とも

に申し分なく、世間の厚い信頼を得ている極めて優秀な法曹がいることは誰もが認めるところで

あろう。こうした人たちを、大学卒業後さらに何年もロースクールに閉じ込めておく必要が本当

にあるのだろうか。現在の制度では、法学部卒業生で最も早い者は 23 歳で実務に就くことがで

きる。それが、仮にロースクール在学中に司法試験を受験することができ、かつ、司法研修所を

1 年に短縮するという制度にしたとしても、25～26 歳にならなければ実務に就くことができなく

なる。この期間中の学費や生活費も問題になるが、社会にでていくのが遅くなること自体を問題

とする必要もあるように思う。こういう有能な人たちはどこでも高給をもって迎えてくれるのだ

から、結局は法曹界から離れていったり、優秀であるが故に余計に学校に通ったのだから高額な

報酬をもらえて当たり前という意識を強くさせることになりかねない。むしろ、１日も早く実務

の世界に飛び込ませて、その能力にさらに磨きをかける方が本人にとっても社会にとってもズッ

と有益ではないだろうか。」 

 

４ 法科大学院制度について再考 

(1) 法科大学院は、平成 24 年度から、その時点での法科大学院生を除き、法曹

養成に特化した制度であることをやめる。従って法科大学院の修学をもって

司法試験の受験資格とはしない。 

但し平成 24 年の時点での法科大学院生、及びそれまでに法科大学院生で司

法試験を受験していないもの及び受験２回までのものは、これまでどおり通

算３回まで受験資格があるものとする。 

(2) 前記但し書きの者の受検については、司法試験合格者数は 1,000 人程度に

なっているものとして、そのうち 500 人の枠を法科大学院による受験資格の

受験者に充てる。残り 500 人の枠は、予備試験による受験資格による受験者

と法科大学院受験資格の受験者に充てる。 
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(3) 法科大学院は、法曹養成に特化した制度をやめた後は、学者養成のほか、

広範囲の法律職、隣接法律職等となることを目ざすものとする。 

例えば、簡易裁判所判事、副検事、裁判所書記官、裁判所事務官、法務事

務官、税理士、弁理士等が考えられる。これについては受入側の受入体制が

必要であることから、その検討と理解が必要である。 

要は、法科大学院生となっても、現状においては多額のローンをかかえる

者が多数であり、しかも司法試験に合格しない多数の者が生じており、これ

らの者の職がないことは人権問題でもある。法科大学院に修学したものが仕

事を得ることができる方途を講ずべきである。 

 


